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Ⅰ．さいたま市の環境関連条例 

（１）さいたま市環境基本条例  
 

目次 
第１章 総則（第１条－第７条） 
第２章 基本的施策等 

第１節 施策の策定等に当たっての環境への配慮（第８条） 
第２節 環境基本計画（第９条） 
第３節 市が講ずる環境の保全及び創造のための施策等（第 10 条－第 25 条） 
第４節 地球環境保全及び国際協力（第 26 条） 

第３章 環境審議会（第 27 条） 
第４章 補則（第 28 条） 
附則 

 

第１章 総則 
 

（目的） 
第１条 この条例は、環境の保全及び創造について、基本

理念を定め、並びに市、事業者及び市民の責務を明らか

にするとともに、環境の保全及び創造に関する施策の基

本となる事項を定めることにより、環境の保全及び創造

に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって現在

及び将来の市民の健康で安全かつ快適な生活の確保に寄

与することを目的とする。 
 

（定義） 
第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義

は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 
（１）環境への負荷 人の活動により環境に加えられる影

響であって、環境の保全上の支障の原因となるおそれの

あるものをいう。 
（２）公害 環境の保全上の支障のうち、事業活動その他

の人の活動に伴って生ずる相当範囲にわたる大気の汚染、

水質の汚濁（水質以外の水の状態又は水底の底質が悪化

することを含む。以下同じ。）、土壌の汚染、騒音、振

動、地盤の沈下及び悪臭によって、人の健康又は生活環

境（人の生活に密接な関係のある財産並びに人の生活に

密接な関係のある動植物及びその生育環境を含む。）に

係る被害が生ずることをいう。 
（３）地球環境保全 人の活動による地球の温暖化、オゾ

ン層の破壊その他の地球の全体又はその広範な部分の環

境に影響を及ぼす事態に係る環境の保全であって、人類

の福祉に貢献するとともに市民の健康で安全かつ快適な

生活の確保に寄与するものをいう。 
 

（基本理念） 
第３条 環境の保全及び創造は、市民が健康で安全かつ快

適な生活を営むために環境と共生し、自然との調和のと

れた豊かな環境を確保するとともに、これを将来にわた

って継承していくことを目的として行われなければなら

ない。 
２ 環境の保全及び創造は、環境に関する資源が有限であ

ることを認識し、環境への負荷の少ない持続的な発展が

可能な循環型社会を構築することを目的として行われな

ければならない。 
３ 環境の保全及び創造は、市、事業者及び市民がそれぞ

れの責務に応じた公平な役割分担と連携の下に積極的に

取り組むことにより行われなければならない。 
 
 

４ 地球環境保全は、地域の環境が地球全体の環境と深く

かかわっていることを考慮し、すべての者がこれを自ら

の問題としてとらえ、それぞれの事業活動及び日常生活

において推進されなければならない。 
 

（市の責務） 
第４条 市は、前条に定める基本理念（以下「基本理念」

という。）にのっとり、市域の自然的社会的条件に応じ

た環境の保全及び創造に関する基本的かつ総合的な施策

を策定し、及び実施しなければならない。 
２ 市は、前項の施策のうち、広域的な取組を必要とする

施策を策定し、及び実施するに当たっては、国及び他の

地方公共団体と協力して推進しなければならない。 
 

（事業者の責務） 
第５条 事業者は、基本理念にのっとり、その事業活動を

行うに当たっては、これに伴って生ずる公害を防止し、

及び廃棄物を適正に処理し、並びに自然環境を適正に保

全するために必要な措置を講じなければならない。 
２ 事業者は、基本理念にのっとり、物の製造、加工又は

販売その他の事業活動を行うに当たっては、その事業活

動に係る製品その他の物が使用され、又は廃棄されるこ

とによる環境への負荷の低減に資するように努めるとと

もに、その事業活動において、再生資源その他の環境へ

の負荷の低減に資する原材料、役務等を利用するように

努めなければならない。 
３ 事業者は、基本理念にのっとり、環境の保全及び創造

に自ら努めるとともに、市が実施する環境の保全及び創

造に関する施策に積極的に参加し、及び協力する責務を

有する。 
 

（市民の責務） 
第６条 市民は、基本理念にのっとり、その日常生活にお

いて、資源及びエネルギーの節約、ごみの減量、環境配

慮型製品及び役務の優先的な購入、生活排水による水質

汚濁の防止等により、環境への負荷の低減に努めなけれ

ばならない。 
２ 市民は、基本理念にのっとり、環境の保全及び創造に

自ら努めるとともに、市が実施する環境の保全及び創造

に関する施策に積極的に参加し、及び協力する責務を有

する。 
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（年次報告書） 
第７条 市長は、毎年、環境の現況並びに環境の保全及び

創造に関する施策の実施状況に関する報告書を作成し、

これを公表するものとする。 
 

第２章 基本的施策等 

第１節 施策の策定等に当たっての環境への配慮 
 

（施策の策定等に当たっての環境への配慮） 
第８条 市は、基本理念にのっとり、すべての施策の策定

及び実施に当たっては、環境への負荷の低減その他の環

境の保全及び創造について配慮するものとする。 
 

第２節 環境基本計画 
 

（環境基本計画） 
第９条 市長は、環境の保全及び創造に関する施策を総合

的かつ計画的に推進するため、さいたま市環境基本計画

（以下「環境基本計画」という。）を策定するものとす

る。 
２ 環境基本計画は、次に掲げる事項について定めるもの

とする。 
（１）環境の保全及び創造に関する目標及び施策の方向 
（２）環境の保全及び創造に関する施策を総合的かつ計画

的に推進するために必要な事項 
３ 市長は、環境基本計画を策定するに当たっては、市民

及び事業者の意見を反映させるための必要な措置を講ず

るとともに、さいたま市環境審議会の意見を聴かなけれ

ばならない。 
４ 市長は、環境基本計画を策定したときは、速やかにこ

れを公表しなければならない。 
５ 前２項の規定は、環境基本計画の変更について準用す

る。 
 

第３節 市が講ずる環境の保全及び創造のための施策

等 
 

（環境基本計画との整合） 
第１０条 市は、環境に影響を及ぼすと認められる施策を

策定し、及び実施するに当たっては、環境基本計画との

整合を図らなければならない。 
 

（事業等に係る環境配慮） 
第１１条 市は、環境に影響を及ぼすおそれのある土地の

形状の変更、工作物の新設その他これらに類する事業を

行おうとする事業者に対し、当該事業の実施に際し、そ

の事業が環境に配慮されたものとなるように必要な措置

を講ずるものとする。 
 

（環境影響評価の措置） 
第１２条 市は、前条の事業のうち、環境への影響に関し

特に必要があると認められる事業を行う事業者が、その

事業に係る環境への影響を事前に評価し、その結果に基

づき、その事業が環境に配慮されたものとなることを推

進するため、必要な措置を講ずるように努めるものとす

る。 
 

（規制措置） 
第１３条 市は、公害その他の環境の保全上の支障を防止

するために必要な規制措置を講ずるものとする。 
 

（助成措置） 
第１４条 市は、環境の保全及び創造について必要がある

と認めるときは、適正な助成その他の措置を講ずるもの

とする。 
 

（環境の保全及び創造に資する事業等の推進） 
第１５条 市は、廃棄物処理施設、下水道、環境への負荷

の低減に資する交通施設その他の環境の保全上の支障の

防止に資する公共的施設の整備を推進するために必要な

措置を講ずるものとする。 
２ 市は、公園、緑地等人と自然のふれあいができる快適

な環境の適正な保全に資する公共的施設の整備及び健全

な活用を推進するため、必要な措置を講ずるものとする。 
３ 市は、環境保全型農業の振興を推進するとともに、多

様な野生生物の生息空間の確保、適正な水循環の形成そ

の他の環境の保全及び創造に資する事業を推進するため、

必要な措置を講ずるものとする。 
 

（環境への負荷の低減に資する製品等の利用の促進） 
第１６条 市は、再生資源その他の環境への負荷の低減に

資する原材料、製品、役務、エネルギー等の利用が促進

されるように、必要な措置を講ずるものとする。 
 

（環境教育及び環境学習の推進） 
第１７条 市は、市民及び事業者が環境の保全及び創造に

ついての理解と関心を深められるように、環境の保全及

び創造に関する教育及び学習の推進その他の必要な措置

を講ずるものとする。 
 

（民間団体等の自発的な活動の促進） 
第１８条 市は、市民、事業者又はこれらの者の組織する

民間の団体（以下「民間団体等」という。）が自発的に

行う環境の保全及び創造に関する活動が促進されるよう

に、必要な措置を講ずるものとする。 
 

（情報の収集及び提供） 
第１９条 市は、環境の状況その他の環境の保全及び創造

に関する情報の収集に努めるとともに、その情報を適切

に提供するように努めるものとする。 
 

（市民等の意見の反映） 
第２０条 市は、環境の保全及び創造に関する施策に、市

民及び事業者の意見を反映させるための必要な措置を講

ずるものとする。 
 

（調査、研究等） 
第２１条 市は、環境の保全及び創造に関する科学的な調

査及び研究並びにそれらの成果の普及に努めなければな

らない。 
 

（監視等の体制の整備） 
第２２条 市は、環境の状況を的確に把握し、及び環境の

保全及び創造に関する施策を適正に実施するために必要

な監視、測定、巡視等の体制を整備するものとする。 
 

（環境監査） 
第２３条 市は、事業活動が環境に与える影響について事

業者が自主的に行う環境監査に関し調査研究を行うとと

もに、その普及に努めるものとする。 
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（民間団体等との連携） 
第２４条 市は、環境の保全及び創造に関する施策が民間

団体等の積極的な参加と協働により効果的に推進される

よう、これらのものとの連携に努めなければならない。 
 

（総合調整のための体制の整備） 
第２５条 市は、環境の保全及び創造に関する施策につい

て総合的に調整し、及び計画的に推進するために必要な

体制を整備するものとする。 
 

第４節 地球環境保全及び国際協力 
 

（地球環境保全及び国際協力） 
第２６条 市は、地球環境保全に資するため、地球の温暖

化の防止、オゾン層の保護等に関する施策を推進するも

のとする。 
２ 市は、国、他の地方公共団体その他の団体と連携して、

地球環境保全に関し、国際協力の推進に努めるものとす

る。 
 

第３章 環境審議会 
 

（環境審議会） 
第２７条 環境基本法（平成５年法律第 91 号）第 44 条の

規定に基づき、さいたま市環境審議会（以下「審議会」

という。）を置く。 

 
２ 審議会は、市長の諮問に応じて、次に掲げる事項を調

査審議する。 
（１）環境基本計画に関すること。 
（２）前号に掲げるもののほか、環境の保全及び創造に関

する施策を総合的かつ計画的に推進する上で必要な事項 
３ 審議会は、委員 20 人以内をもって組織する。 
４ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 
（１）識見を有する者 
（２）市民及び事業者の代表者 
（３）前２号に掲げる者のほか、市長が必要と認める者 
５ 委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 
６ 委員が欠けた場合の補欠委員の任期は、前任者の残任

期間とする。 
７ 前各項に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に

関し必要な事項は、規則で定める。 
 

第４章 補則 
 

（委任） 
第２８条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別

に定める。 
 

附則 
 

この条例は、平成 13年５月１日から施行する。 
 

（２）その他の環境関連条例一覧 

※さいたま市例規集はこちらをご覧ください。 

⇒ http://www1.g-reiki.net/saitama/reiki.html  

名 称 制定年月日 

さいたま市廃棄物の処理及び再生利用に関する条例 平成 13 年 5 月 1 日

さいたま市空き地の環境保全に関する条例 平成 13 年 5 月 1 日

さいたま市みどりの条例 平成 13 年 5 月 1 日

さいたま市土砂のたい積等の規制に関する条例 平成 14 年 12 月 26 日

さいたま市環境影響評価条例 平成 15 年 3 月 14 日

さいたま市路上喫煙及び空き缶等のポイ捨ての防止に関する条例 平成 19 年 3 月 15 日

さいたま市生活環境の保全に関する条例 平成 20 年 10 月 17 日

さいたま市景観条例 平成 22 年 3 月 25 日

さいたま市水質汚濁防止法に規定する特定事業場に係る排出水

の汚染状態の測定の回数を定める条例 
平成 23 年 12 月 27 日

さいたま市産業廃棄物処理施設の設置等の手続きに関する条例 平成 27 年 3 月 12 日
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Ⅱ．さいたま市の行政組織（平成 31 年４月 1 日現在）※環境局以外は環境白書に関連のある組織のみ表示 
 

市長 副市長 都市戦略本部 未 来 都 市 推 進 部  

  市 民 局 市 民 生 活 部 市民生活安全課 

  保健福祉局 健康科学研究センター 環境科学課 

  環 境 局 環 境 共 生 部 環境創造政策課 

    環境対策課 

   資 源 循 環 推 進 部 資源循環政策課 

    廃棄物対策課 

    産業廃棄物指導課 

    西清掃事務所 

    東清掃事務所 

    大崎清掃事務所 

   施   設   部 環境施設管理課 

    環境施設整備課 

    西部環境センター 

    東部環境センター 

    クリーンセンター大崎 

    大宮南部浄化センター 

    クリーンセンター西堀 

  経 済 局 商 工 観 光 部 経済政策課 

    産業展開推進課 

    商業振興課 

   農 業 政 策 部 農業政策課 

    農業環境整備課 

    見沼グリーンセンター 

  都 市 局 都 市 計 画 部 都市計画課 

    交通政策課 

    自転車まちづくり推進課 

    都市公園課 

    みどり推進課 

    見沼田圃政策推進室 

   まちづくり推進部 区画整理支援課 

    日進・指扇周辺まちづくり事務所 

    浦和東部まちづくり事務所 

    東浦和まちづくり事務所 

    与野まちづくり事務所 

    岩槻まちづくり事務所 

   都 心 整 備 部 都心整備課 

    氷川参道対策室 

    浦和駅周辺まちづくり事務所 

    大宮駅東口まちづくり事務所 

    大宮駅西口まちづくり事務所 

   北部/南部都市 

・公園管理事務所 

管理課 

 



  
 

  5 

資
料
編 

Ⅲ
．
さ
い
た
ま
市
環
境
局
事
務
分
掌 

  建設局  技術管理課 

     

   土 木 部 道路環境課 

    道路計画課 

    河川課 

     

   建 築 部 建築総務課 

    建築行政課 

     

   下水道路 下水道維持管理課 

    下水道計画課 

     

  区役所（10） くらし応援室  

     

   区民生活部 総務課 

    コミュニティ課 

     

水道事業管理者 水道局 業 務 部 水道総務課 

    経営企画課 

    給水工事課 

     

   給 水 部 配水課 

     

教育委員会 事務局 管 理 部 学校施設課 

     

   学校教育部 指導１課 

    健康教育課 

     

   生涯学習部 文化財保護課 

    博物館        

     

   生涯学習総合センター 拠点公民館（10） 

     

   中央図書館 資料サービス課 

     

農業委員会 事務局  農業振興課 
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Ⅲ．さいたま市環境局事務分掌（平成 31 年 4 月 1 日現在） 
 

環境共生部 
 

■ 環境創造政策課 

(1) 環境基本計画に関すること。 

(2) 環境に係る施策の企画及び総合調整に関すること。 

(3) 環境学習の推進に関すること。 

(4) 環境審議会に関すること。 

(5) 空き家等の適正管理の総括に関すること。 

(6) 区役所の空き家等の適正管理に係る事務の総合調整に関すること。 

(7) 地球温暖化対策に係る施策の企画及び推進に関すること。 

(8) 再生可能エネルギーの普及促進に関すること。 

(9) 省エネルギーの推進に関すること。 

■ 環境対策課 

(1) 環境保全に係る企画及び推進に関すること。 

(2) 公害防止計画の企画及び推進に関すること。 

(3) 環境影響評価に関すること。 

(4) 環境影響評価技術審議会に関すること。 

(5) 公害関係の苦情処理に関すること。 

(6) 公害の未然防止指導に関すること。 

(7) 大気汚染、騒音、振動及び悪臭に係る測定及び調査に関すること。 

(8) 大気汚染、騒音、振動及び悪臭による公害防止のための届出、調査、指導、立入検査及び規制に関すること。 

(9) 水質汚濁、土壌汚染及び地盤沈下に係る測定及び調査に関すること。 

(10) 水質汚濁、土壌汚染及び地盤沈下による公害防止のための届出、調査、指導、立入検査及び規制に関すること。 

(11) ダイオキシン類による公害防止のための届出、調査、指導、立入検査及び規制に関すること。 

(12) 化学物質管理に係る企画及び啓発並びに届出及び指導に関すること。 

(13) 合併処理浄化槽の普及、啓発及び助成に関すること。 

(14) 浄化槽設置届等の届出に関すること。 

(15) 浄化槽清掃業の許可及び指導に関すること。 

(16) 浄化槽保守点検業者の登録及び指導に関すること。 

(17) 浄化槽の維持管理指導に関すること。 

(18) 地盤沈下防止に係る地下水採取の許可及び届出に関すること。 

(19) 公害防止組織に係る届出及び指導に関すること。 

(20) 自動車から排出される大気汚染物質及び温室効果ガスの削減に関すること。 

(21) 交通環境対策に係る計画の策定及び推進に関すること。 

(22) 自然保護に関すること。 

(23) 野生鳥獣の保護及び有害鳥獣の捕獲に関すること。 

(24) 区役所の野生鳥獣に係る事務の総合調整に関すること。 

(25) 空き地の適正管理の総括に関すること。 

(26) 区役所の空き地の適正管理に係る事務の総合調整に関すること。 
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資源循環推進部 
 

■ 資源循環政策課 

(1) 一般廃棄物の処理に係る総合計画の企画及び推進に関すること。 

(2) 分別収集に係る企画、推進、及び啓発に関すること。 

(3) 一般廃棄物の減量化及びリサイクル施策に係る総合計画の企画及び推進に関すること。 

(4) 環境美化に関すること。 

(5) 廃棄物減量等推進審議会に関すること。 

(6) 区役所の一般廃棄物及びリサイクルの企画、推進及び啓発に係る事務の総合調整に関すること。 

■ 廃棄物対策課 

(1) 一般廃棄物排出事業者及び一般廃棄物処理業者の指導及び監督に関すること。 

(2) 一般廃棄物処理業の許可及び届出に関すること。 

(3) 一般廃棄物処理施設の許可及び届出に関すること。 

(4) 一般廃棄物の処理に係る委託(他の所管に属するものを除く。)に関すること。 

(5) 分別収集に係る啓発及び指導に関すること。 

(6) 一般廃棄物の減量化及びリサイクル施策に係る啓発及び指導に関すること。 

(7) 大規模排出事業者に対する排出抑制指導に関すること。 

(8) 事業系資源物のリサイクルの推進に関すること。 

(9) 一般廃棄物処理手数料の徴収及び還付(他の所管に属するものを除く。)に関すること。 

(10) 区役所の一般廃棄物及びリサイクルの指導及び啓発に係る事務の総合調整に関すること。 

(11) 鈴谷清掃工場に関すること。 

(12) 西清掃事務所、東清掃事務所及び大崎清掃事務所との連絡に関すること。 

■ 産業廃棄物指導課 

(1) 産業廃棄物の処理計画に関すること。 

(2) 産業廃棄物排出事業者及び産業廃棄物処理業者の指導及び監督に関すること。 

(3) 産業廃棄物処理業及び特別管理産業廃棄物処理業の許可及び届出に関すること。 

(4) 産業廃棄物処理施設の許可及び届出に関すること。 

(5) 廃棄物が地下にある土地の形質の変更に関すること。 

(6) 産業廃棄物の不法処理対策に関すること。 

(7) 産業廃棄物の不法投棄に関すること。 

(8) 使用済自動車解体業者及び使用済自動車破砕業者の指導及び監督に関すること。 

(9) 使用済自動車解体業及び使用済自動車破砕業の許可及び届出に関すること。 

(10) 使用済自動車引取業者及びフロン類回収業者の指導及び監督に関すること。 

(11) 使用済自動車引取業及びフロン類回収業の登録及び届出に関すること。 

(12) ポリ塩化ビフェニルの保管場所に係る届出及び管理指導に関すること。 

(13) 建設リサイクルに係る再資源化に関すること。 

(14) 土砂のたい積の許可並びに指導及び監視に関すること。 
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■ 西清掃事務所 

(1) 一般家庭のごみの収集計画及び収集体制に関すること。 

(2) 収集車両の配置計画に関すること。 

(3) 廃棄物の収集運搬に関すること。 

(4) 分別収集に関すること。 

(5) 廃棄物の不法投棄に係る指導及び処理に関すること。 

(6) 業務上の事故防止に関すること。 

(7) 各種記録の作成及び報告に関すること。 

(8) 施設、業務用備品及び器材の維持管理に関すること。 

■ 東清掃事務所 

(1) 一般家庭のごみの収集計画及び収集体制に関すること。 

(2) 収集車両の配置計画に関すること。 

(3) 廃棄物の収集運搬に関すること。 

(4) 分別収集に関すること。 

(5) 廃棄物の不法投棄に係る指導及び処理に関すること。 

(6) 業務上の事故防止に関すること。 

(7) 各種記録の作成及び報告に関すること。 

(8) 施設、業務用備品及び器材の維持管理に関すること。 

■ 大崎清掃事務所 

(1) 一般家庭のごみの収集計画及び収集体制に関すること。 

(2) 収集車両の配置計画に関すること。 

(3) 廃棄物の収集運搬に関すること。 

(4) 分別収集に関すること。 

(5) 廃棄物の不法投棄に係る指導及び処理に関すること。 

(6) 業務上の事故防止に関すること。 

(7) 各種記録の作成及び報告に関すること。 

(8) 施設、業務用備品及び器材の維持管理に関すること。 

(9) 粗大ごみ収集の受付に関すること。 
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施設部 
 

■ 環境施設管理課 

(1) 一般廃棄物処理施設(他の所管に属するものを除く。)の管理の総括に関すること。 

(2) 一般廃棄物処理施設における廃棄物処理の全体計画及び調整に関すること。 

(3) 一般廃棄物の処理及び処分の技術開発に係る調査及び研究に関すること。 

(4) 終処分場の管理に関すること。 

(5) 埋立処分に関すること。 

(6) 終処分場に係る協力団体の調整に関すること。 

(7) 桜環境センターの管理に関すること。 

(8) 桜環境センターの廃棄物処理手数料の収入事務に関すること。 

(9) 桜環境センター余熱体験施設の使用料の収入事務に関すること。 

(10) 一般廃棄物処理施設に関する交付金、補助金等に関すること。 

■ 環境施設整備課 

(1) 一般廃棄物処理施設(他の所管に属するものを除く。)の計画及び整備に関すること。 

(2) サーマルエネルギーセンター整備事業に関すること。 

■ 西部環境センター 

(1) 廃棄物の焼却及び破砕に関すること。 

(2) 施設の運転計画に関すること。 

(3) 施設の管理に関すること。 

(4) 施設、業務用備品及び器材の維持管理に関すること。 

(5) 業務上の事故防止に関すること。 

(6) 廃棄物処理手数料の収納に関すること。 

■ 東部環境センター 

(1) 廃棄物の焼却及び破砕に関すること。 

(2) 資源物の選別及び処分に関すること。 

(3) 施設の運転計画に関すること。 

(4) 施設の管理に関すること。 

(5) リサイクルの普及事業に関すること。 

(6) 再利用品の展示及び販売に関すること。 

(7) 再利用品の搬入に関すること。 

(8) 施設、業務用備品及び器材の維持管理に関すること。 

(9) 業務上の事故防止に関すること。 

(10) 廃棄物処理手数料の収納に関すること。 
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■ クリーンセンター大崎 

(1) 廃棄物の焼却及び破砕に関すること。 

(2) 施設の運転計画に関すること。 

(3) 施設の管理に関すること。 

(4) 施設、業務用備品及び器材の維持管理に関すること。 

(5) 業務上の事故防止に関すること。 

(6) 廃棄物処理手数料の収納に関すること。 

■ 大宮南部浄化センター 

(1) 家庭吸込下水の管理及び指導に関すること。 

(2) し尿処理施設の管理及び運営に関すること。 

(3) 学習施設の管理及び運営に関すること。 

(4) 各種記録の作成及び報告に関すること。 

(5) 業務上の事故防止に関すること。 

■クリーンセンター西堀 

(1) 家庭吸込下水の管理及び指導に関すること。 

(2) し尿処理施設の管理及び運営に関すること。 

(3) 各種記録の作成及び報告に関すること。 

(4) 業務上の事故防止に関すること。 
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Ⅳ．用語解説 

【あ行】 

ISO14001 p. 45, 48 

国際標準化機構（ISO）が規定した環境に関する国際規

格。企業や自治体が環境への負荷を軽減する活動を継続

的に実施するためのしくみ。これに沿って環境管理シス

テムを構築し、審査を経て、認証を取得する。 

アイドリング・ストップ p. 116, 132 

大気汚染防止等を目的として、自動車の停車中にエン

ジンを不必要にアイドリングすることを自粛すること。 

亜硝酸性窒素 p. 144 

地下水汚染の原因物質のひとつ。過剰な施肥や家畜排

せつ物の不適正処理、生活排水の地下浸透などにより、

全国的に地下水中の濃度が高くなっている。 

暗渠 p. 69, 78, 139 

地中に埋設された河川や水路のこと。 

硫黄酸化物（SOx） p. 125 

二酸化硫黄、三酸化硫黄等の総称。大気汚染防止法で

は、ばい煙の一種類として規定し、総量規制の対象物質

としている。化石燃料の燃焼などを発生源とし、呼吸器

疾患を引き起こすほか、酸性雨の原因物質となる。 

イクレイ（ICLEI） p. 112 

持続可能な社会の実現を目指す 1,750 以上の自治体で

構成された国際ネットワーク。「リーダー達の連携促進」

「活動の促進」「ソリューションの開発と提供」を活動

方針とし、会員自治体の政策運営や活動をサポートする。 

石綿（アスベスト） p. 129, 130, 178 

自然から産出される繊維状の鉱石で、耐熱性があるこ

とから建材、床タイル、自動車のクラッチ板などに使用

されてきた。その繊維は極めて細いため飛散しやすく、

吸入すると中皮腫、肺がん等の健康被害を引き起こす。

平成 18 年(2006 年)2 月、被害者の救済を目的に「石綿に

よる健康被害の救済に関する法律」が制定された。この

制定に伴い、アスベストを使用している工作物の解体な

どの作業時における飛散防止対策を義務付ける大気汚染

防止法の一部改正など、関係する法令が改正された。 

一酸化炭素（CO） p. 4, 5, 127, 130, 183 

化石燃料など炭素を含むものが不完全燃焼を起こす

と発生する大気汚染物質で、血液中のヘモグロビンと

結合し中毒を引き起こす。 

一般環境大気測定局（一般局） p. 4, 5, 127, 131, 183 

一般環境大気の汚染状況を常時監視する測定局。二酸

化窒素、浮遊粒子状物質、光化学オキシダント等の大気

の状況を把握している。 

一般廃棄物 p. 12, 13, 157, 163, 164, 166, 169, 170, 

183, 187, 190, 194 

産業廃棄物以外の廃棄物。一般家庭の日常生活に伴っ

て生じた家庭系一般廃棄物と、オフィス、商店、レスト

ラン等の事業活動によって生じた事業系一般廃棄物に分 

類され、基本的に自治体が処理することになっている。 

移動発生源、固定発生源 p. 12, 128, 130, 190 

大気汚染、騒音、振動などの発生源のうち、自動車、

船舶、航空機、鉄道車両など、位置が移動する発生源の

こと。これに対し、工場・事業場など位置が移動するこ

とのない発生源を固定発生源という。 

EV p. 45, 49, 50, 110, 111, 113-115, 133, 192 

電気自動車(Electric Vehicle の略)。 

雨水幹線 p. 138 

豪雨時に側溝などに集水した雨水を流す主要な下水管

のこと。 

エコアクション 21 p. 48 

中小企業等において、環境への取組を効果的・効率的

に行うシステムを構築・運用・維持し、環境への目標を

持ち、行動し、結果を取りまとめ、評価し、報告するた

めの方法として、環境省が策定したエコアクション 21 ガ

イドラインに基づく、事業者のための認証・登録制度の

こと。 

エコステージ p. 48 

環境マネジメントシステムの国内規格の一つ。主に、

ISO14001 認証の取得が難しい中小企業等が対象となる。 

エコドライブ p. 42, 45, 132 

環境にやさしい自動車の運転方法のこと。急発進をし

ない、加減速の少ない運転、アイドリングストップ、タ

イヤの空気圧の適正化などにより、大気汚染物質の排出

量削減や効率的な燃料消費が可能となる。 

エコファーマー p. 90 

「持続性の高い農業生産方式の導入の促進に関する法

律」に基づき、たい肥等を使った土づくりと化学肥料・

化学農薬の使用の低減を一体的に行う農業者の愛称。環

境保全型農業に取り組む農業者を支援するため、持続性

の高い生産方式を導入する計画を立てた農業者を、知事

がエコファーマーとして認定する。 

エコライフ DAY  p. 38, 39, 99, 182, 191 

環境に配慮した行動とその二酸化炭素削減量が記載さ

れたチェックシートを使い、任意の 1 日に環境配慮行動

を実践する取組。チェックシートにはエコライフ項目が

掲載され、年代別に実践しやすいようになっている。 

ESCO 事業 p. 102, 108 

Energy Service Company の略称で、ビルや工場の省エ

ネ化に必要な、「技術」・「設備」・「人材」・「資金」

などのすべてを包括的に提供するサービスのこと。省エ
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ネルギー改修に要した経費等は、すべて省エネルギーに

よる経費削減分でまかなわれるため、導入企業における

新たな経済的負担はない。 

エチルベンゼン p. 155 

炭化水素。フェニルエタン（phenylethane）、エチル

ベンゾール（ethylbenzol）とも呼ばれる。常温では無色

透明の液体で、水にはほとんど溶けない。 

LED 照明、LED p. 106, 108, 122, 123 

LED（発光ダイオード）を使った照明のこと。主に装

飾的な照明に使われることが多かったが、 近では消費

電力の少なさに着目され、室内照明にも使用され始めて

いる。 

LPG ハイブリッドタクシー p. 45, 114, 133 

一つの動力源（エンジン）に複数の燃料（ガソリン、

LP ガス）を用いるシステムを採用したタクシー。LPG ハ

イブリッド車は、ガソリン車と比べて二酸化炭素の排出

量が少なく、その他人体に有害とされる粒子状物質など

の汚染物質の排出量も少ないとされる。 

屋上緑化 p. 15, 74, 75, 79, 120, 182 

建築物の屋上に植物を植え、緑化すること。ヒートア

イランド現象の緩和、建物への日射の遮断（省エネルギ

ー効果）、多様な生物空間の確保などの効果がある。 

オゾン層 p. 10, 12, 124, 125, 190, 192 

地上から 10km～50km の上空（成層圏）にあるオゾン

濃度が高い部分のこと。太陽光に含まれる有害な紫外線

の大部分を吸収し、地上の生物を守っている。 

汚濁負荷量 p. 138 

汚水中に含まれる汚濁物質の総量で、水中の物質の濃

度に排出量（流量）を掛けた数値。 

温室効果ガス p. 10, 12, 67, 96-98, 100, 102, 104, 

106, 107, 109, 115, 183, 185, 186, 190, 192 

地球温暖化の原因となる温室効果を持つ気体のことで、

略称は GHG（Greenhouse Gas）。「地球温暖化対策推

進法」では、二酸化炭素（CO2）、メタン（CH4）、一酸

化二窒素（N2O）、代替フロン等 3 ガス〔ハイドロフル

オロカーボン（HFC）、パーフルオロカーボン（PFC）、

六フッ化硫黄（SF6）〕の 6 つの温室効果ガスを対象とし

た措置を規定している。 

 

【か行】 

化石燃料 p. 11, 100 

石炭、石油、天然ガス等、地質時代にかけて動植物の

死骸などが地中に堆積し、長い年月をかけて地圧・地熱

等により変成されてできた有機物の化石で、燃料として

用いられるもののこと。 

合併処理浄化槽 p. 137, 139, 140, 193 

し尿と台所や風呂から出る雑排水を合わせて処理する

浄化槽のこと。し尿のみを処理する単独処理浄化槽に比

べ、河川の水質へ与える影響（汚濁負荷量）を 9 分の 1

に削減できる。 

カドミウム（Cd） p. 136 

イタイイタイ病の原因となった有害な重金属。精錬所、

メッキ工場、電気機器工場等で使用される。 

環境影響評価 p. 67 

環境に著しい影響を及ぼすおそれのある開発事業など

の実施前に、事業者自らが事業の実施による環境への影

響を調査、予測、評価し、住民その他利害関係者から環

境保全上の意見などを聴取し、事業計画に反映させるこ

とで、公害防止や環境の保全を図ること。 

環境基準 p. 4-7, 127, 128, 130, 132, 136, 144, 148, 

149, 151, 153, 154, 183, 193 

環境基本法及びダイオキシン類対策特別措置法により

政府が定めるもので、「大気の汚染、水質の汚濁、土壌

の汚染及び騒音に係わる環境上の条件について、それぞ

れ、人の健康を保護し、及び生活環境を保全する上で維

持されることが望ましい」とされる基準のこと。 

環境保全型農業 p. 83, 90, 91 

農業が有する物質循環の特性を 大限に活用し、農地

等の環境保全機能を一層向上するとともに、農業に伴う

環境への負荷を出来る限り削減することをめざした農業

のこと。具体的には、化学肥料や農薬使用量の削減、家

畜ふん尿等から作られる堆肥を利用した有機農法への取

組などがある。 

環境マネジメントシステム p. 45, 48, 182 

事業者が自主的に環境保全に関する取組を進めるにあ

たり、環境に関する方針や目標などを自ら設定し、これ

らの達成に向けて取り組んでいく仕組みのこと。

ISO14001 は、環境マネジメントシステムの代表的な国際

認証規格のひとつ。 

環境リスク p. 12, 155, 190 

人の活動による環境への負荷が、環境を通じて環境の

保全上の支障や人の健康や生態系に影響を及ぼす可能性

のこと。 

キシレン p. 155 

ベンゼンの水素のうち 2 つをメチル基で置換したもの

で、3 種類の異性体、o-キシレン（1,2-ジメチルベンゼ

ン）、m-キシレン（1,3-ジメチルベンゼン）、p-キシレン

（1,4-ジメチルベンゼン）が存在する。いずれも可燃性で、

毒劇法により医薬用外劇物に指定されている。 

揮発性有機化合物（VOC） p. 127, 128, 193 

Volatile Organic Compounds。トルエン、キシレン等
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の揮発性を有する有機化合物の総称で、太陽光線により

光化学反応を起こし、光化学オキシダントを生成する。

塗料、インキ、溶剤（シンナー等）等に含まれるほか、

ガソリン等の成分になっているものもある。 

近郊緑地保全区域 p. 65 

首都圏近郊緑地保全法（昭和 41 年（1966 年）)に基づ

き指定されたものと、近畿圏の保全区域の整備に関する

法律（昭和 42 年(1967 年)）に基づき指定されたものが

ある。いずれも大都市圏に存在する良好な緑地を保全す

るため国土交通大臣により指定されるもので、指定され

た緑地の管理（行為規制、土地の買い上げ等）は都道府

県（一部は市町村）が行う。また、近郊緑地保全区域内

でこれらの効果が特に著しい地域等については、都道府

県知事が都市計画に近郊緑地特別保全地区を定めること

ができる。 

グリーン経営認証 p. 48 

（公財）交通エコロジー・モビリティ財団が認証機関

となり、グリーン経営推進マニュアルに基づいて一定の

レベル以上の取組みを行っている事業者に対する認証制

度。 

グリーン購入 p. 44, 100 

製品やサービスを購入する際に、環境への負荷ができ

るだけ小さいものを優先して購入すること。 

景観法 p. 84 

都市、農山漁村等における良好な景観の形成を図るた

め、良好な景観の形成に関する基本理念及び国等の責務

を定めるとともに、景観計画の策定、景観計画区域、景

観地区等における良好な景観の形成のための規制等所要

の措置を講ずる日本で初めての景観についての総合的な

法律。 

建築物緑化 p. 71-73, 75, 76 

建築物の屋上や壁面等に植物を植え緑化すること。ヒ

ートアイランド現象の緩和、建築物への日射の遮断（省

エネルギー効果）、二酸化炭素や大気汚染物質の吸着機

能などの効果がある。 

公害 p. 10, 11, 128, 130, 132, 133, 147, 148, 150, 151, 

183, 193 

環境基本法第 2 条第 3 項の規定により、事業活動その

他の人の活動に伴って生ずる相当範囲にわたる大気汚

染・水質汚濁・土壌汚染・騒音・振動・地盤沈下・悪臭

（以上を典型 7 公害という）によって人の健康又は生活

環境に係る被害が生ずること。 

光化学オキシダント（Ox） p. 4, 5, 69, 127, 128, 132, 

183, 193 

光化学スモッグの原因物質であるオゾン、アルデヒド、

PAN などの酸化性物質の総称。大気中の窒素酸化物や揮

発性有機化合物が太陽光線によって光化学反応を起こし

て発生する。 

公共用水域 p. 10, 136-138 

水質汚濁防止法では、「河川、湖沼、港湾、沿岸海域

その他公共の用に供される水域及びこれに接続する公共

溝渠、かんがい用水路その他公共の用に供される水路を

いう」と定められている。 

コージェネレーション p. 107, 108 

発電時に発生した排熱を利用して、冷暖房や給湯等に

利用する熱エネルギーを供給するしくみのこと。省エネ

ルギーや CO2の削減に効果を上げている。 

こどもエコクラブ p. 14, 182, 184, 191 

幼児から高校生までなら誰でも参加できる環境活動の

クラブで、平成 7 年に環境省の呼びかけで開始された。 

コミュニティバス p. 39, 134 

既存バス路線ではカバーしきれない交通空白地区

（※1）・交通不便地区（※2）の補完など、利用者のニ

ーズに対応する乗合バスのこと。本市においては、潜在

需要はあるが市民ニーズに即したバスサービスが提供さ

れていない地区において、将来的にバス事業者が自主的

に運行できるバス路線とすることをめざして、市民、市、

バス事業者の 3 者が一体となって育てるバスとしている。 

（※1）交通空白地区 

 市街化区域内で鉄道駅から 1km 又はバス停から 300

ｍのサービス圏域外の地区。 

（※2）交通不便地区 

 市街化区域内で公共交通のサービス圏域内に含まれ

ていても運行本数が少ない地区（バス運行本数 30 便

／日未満）。 

 

【さ行】 

催奇形性 p. 153 

胎児に奇形を起こす性質のこと。受精卵が胎児に発達

する個体発生のかなり早い段階で、何らかの因子が作用

した結果、胎児に外観的又は解剖学的な奇形を発生させ

ることがある。催奇形性因子には、サリドマイドなどの

化学物質のほか、物理的因子（放射線など）、生物的因

子（ウイルスなど）、生理的因子（絶食など）、環境因

子（酸素欠乏など）、遺伝的因子が知られている。 

最終処分場 p. 158, 159, 165, 168, 169, 175, 194 

ごみの焼却灰等を埋め立てなどにより処分する場所の

こと。特に都市部における廃棄物の増加に伴い、 終処

分場の容量が不足しており、新規用地の確保が問題とな

っている。 

再使用（リユース） p. 11, 12, 161, 174, 175, 190, 194 

いったん使用された製品や部品、容器等を再使用する
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こと。具体的には、(1)あるユーザーから回収された使用

済み機器等をそのまま、もしくは修理などを施した上で

再び別のユーザーが利用する「製品リユース」、(2)製品

を提供するための容器等を繰り返し使用する「リターナ

ブル」、(3)ユーザーから回収された機器などから再使用

可能な部品を選別し、そのまま、もしくは修理等を施し

た上で再度使用する「部品リユース」などがある。 

再生可能エネルギー p. 11, .36, 98, 100, 105-108, 112, 

123, 192 

エネルギー源として永続的に利用することができる再

生可能エネルギー源を利用することにより生じるエネル

ギーの総称。具体的には、太陽光、風力、水力、地熱、

太陽熱、バイオマス等をエネルギー源として利用するこ

とを指す。 

再生利用（リサイクル） p. 11, 12, 15, 16, 19, 21-24, 27, 

30, 31, 124, 125, 142, 158, 161-168, 170, 175-179, 

180, 183, 187, 190, 194 

廃棄物等を原材料として再利用すること。例えば、び

んを砕いてカレットにした上で再度びんを製造する、ア

ルミ缶を溶かしてアルミ缶その他のアルミ製品を製造す

ることなどが再生利用に当たる。効率的な再生利用のた

めには、同じ材質のものを大量に集める必要があり、特

に自動車や家電製品といった多数の部品からなる複雑な

製品では、材質の均一化や材質表示などの工夫が求めら

れる。なお、マテリアルリサイクルのうち、廃棄物等を

化学的に処理して、製品の化学原料にすることを特にケ

ミカルリサイクルという場合がある。（例：ペットボト

ルを化学分解して再度ペットボトルにする等） 

里やま p. 11, 12, 57, 58, 64, 65, 189 

自然林の破壊により人為的に形成され、維持管理され

てきた人里の二次林（関東地方では主としてコナラ・ク

ヌギを優占種とする雑木林）、あるいは二次林と周辺の

農地や用水路、草地、史跡等を合わせた地域の景観のこ

と。 

産業型公害 p. 10 

環境基本法において公害とは、「環境保全上の支障の

うち、事業活動その他の人の活動に伴って生ずる相当範

囲にわたる大気の汚染、水質の汚濁、土壌の汚染、騒音、

振動、地盤の沈下及び悪臭によって、人の健康又は生活

環境に係る被害が生ずること」と定められているが、こ

のうち事業活動に伴う公害を産業型公害（産業公害）と

いう。 

産業公害は、工場からの排気ガスによる大気汚染や排

水による水質汚濁が代表的であり地域的なものであった

が、今日では、ダイオキシン、PCB 等による環境汚染、

フロンガスによるオゾン層破壊など、公害の範囲も多岐

に渡り、広範な地域から地球規模まで影響を及ぼしてい

る問題もある。 

産業廃棄物 p. 12, 13, 170, 174-181, 183, 187, 190, 

194 

事業活動に伴って生じた廃棄物のうち、燃えがら、汚

泥、廃油、廃酸、廃アルカリ、廃プラスチックなど 20 種

類の廃棄物をいう。大量に排出され、また、処理に特別

な技術を要するものが多く、廃棄物処理法の排出者責任

に基づきその適正な処理が図られる必要がある。 

酸性雨 p. 10, 12, 125, 126, 190 

化石燃料等の燃焼で生じる硫黄酸化物や窒素酸化物な

どが大気中で反応して生じる pH（水素イオン指数）5.6

以下の雨のこと。酸性雨が早くから問題となっている欧

米では、酸性雨によると考えられる湖沼の酸性化や、森

林の衰退が報告され、国境を越えた国際的な問題となっ

ている。我が国においても、湖沼や河川の酸性化による

魚類等への影響、土壌の酸性化による森林への影響、建

造物や文化財への影響などが懸念されている。 

CSR（企業の社会的責任） p. 37 

Corporate Social Responsibility の略で、コンプライア

ンス（法令遵守）、ディスクロージャー（情報開示）、

地域に対する社会貢献活動、環境への取組など、一般に

企業が社会に対して果たすべき責任を意味する。CSR 活

動は、企業が社会から信頼を得る方法のひとつとして近

年活発になっている。 

市街化調整区域 p. 2 

都市計画法による都市計画区域のうち、市街化を抑制

すべき区域。なお、すでに市街地を形成している区域及

びおおむね 10 年以内に優先的かつ計画的に市街化を図る

べき区域を市街化区域という。 

ジクロロメタン p. 127, 183 

発がん性が疑われている有機塩素系溶剤の一種で、洗

浄剤・溶剤として利用されており、地下水汚染の原因物

質のひとつとなっている。急性症状としては中枢神経に

対する麻酔作用がある。 

自然公園 p. 65, 69 

自然公園法と埼玉県立自然公園条例に基づき、優れた

自然の風景地を保護するとともに、その利用の増進を図

るために指定された区域。 

自然緑地 p. 31, 35, 65, 66, 70, 71, 94, 182, 191 

さいたま市みどりの条例に基づき、良好な自然環境を

有する緑地や風致又は景観が優れている緑地等を、土地

所有者の同意を得て指定する住民の利用に供する公開型

の緑地。 

自動車 NOx・PM 法 p. 130 

平成 13 年(2001 年)6 月に「自動車から排出される窒素

酸化物の特定地域における総量の削減等に関する特別措
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置法」が改正されたもので、対策を行う対象物質に従来

の窒素酸化物（NOx）に粒子状物質（PM）が追加され、

対象地域の拡大、自動車排出ガス対策の強化が行われて

いる。 

自動車排出ガス測定局（自排局） p. 4, 5, 129-131, 

183 

交差点、道路、道路端付近等、自動車の排気ガスによ

って大気汚染の影響を受けやすい区域において大気の状

況を常時監視することを目的に設置されている測定局。 

市民緑地 p. 66, 70, 94 

土地所有者や人工地盤・建築物などの所有者と地方公

共団体又は緑地保全・緑化推進法人（みどり法人）が契

約を締結し、緑地や緑化施設を公開する制度。 

循環型社会 p. 11, 161, 164, 167, 168, 174, 175, 177 

大量生産・大量消費・大量廃棄という社会経済活動や

ライフスタイルが見直され資源を効率的に利用し、でき

る限りごみを出さず、やむを得ず出るごみは資源として

再び利用し、どうしても利用できないごみは適正に処分

することで、環境への負荷を極力低減するシステムを持

つ社会のこと。 

省エネルギー p. 11, 37-39, 79, 99, 101, 102, 106 108, 

123 

石油などの有限なエネルギー資源の消費を極力少なく

すること。エネルギーの有限性が叫ばれる中、事業活動

や市民の日常生活レベルにおいて取組が重要である。 

硝酸性窒素 p. 144 

硝酸塩の形態で存在する窒素のうちのひとつ。肥料や

家畜ふん尿、生活排水等に含まれるアンモニウムが酸化

したもので、植物プランクトンの異常増殖など、水質悪

化の原因となる。 

新エネルギー p. 109, 123 

太陽・風力等再生可能な自然エネルギーや、燃料電池、

廃棄物発電・熱供給等のエネルギーシステムを含めた呼

称。政策的には「技術的に実用化段階に達しつつあるが、

経済性の面から普及が十分でないもので、石油に代わる

エネルギーの導入を図るために特に必要なもの」と定義

される。 

新エネルギーの導入によって、石油や天然ガスなどの

化石燃料の消費が軽減される。また、それに伴って排出

されていた二酸化炭素の排出量を減らすことができるな

どのメリットがある。 

水準点 p. 145 

水準点は、日本水準点（国内の高さの基準となる点と

して、東京都千代田区永田町にある。）と比較して高低

差を精密（ミリ単位）に測定するために全国の主な国道

又は主要地方道に沿って設置されている。高さの基準と

して使用されるほか、地殻変動、地盤沈下調査などの基

礎データとして用いられる。 

水素イオン濃度（pH） p. 6, 7, 125, 126, 136, 138 

水の酸性、アルカリ性を示す指標。0～14 の間の数値で

表現される。pH7 が中性、小さくなるほど酸性、大きく

なるほどアルカリ性であることを表す。通常日本の河川

の pH 値は 7.0 前後、海域は 7.8～8.3 前後である。 

スマートホーム p. 28, 49-51, 53, 98, 106, 108, 192 

家電、住宅機器などをＩＴでコントロールし、エネル

ギーマネジメントを行うことで、CO2 排出の削減を実現

する省エネ住宅。 

生活環境項目 p. 136 

水質汚濁に係る環境基準で、生活環境を保全する上で

維持することが望ましい基準として設定された項目。pH、

DO、BOD などの項目があり、河川、湖沼、海域別に、

水道、水産、工業用水などの水利用目的に応じて、基準

値が定められている。 

生活排水 p. 12, 69, 137-139, 190, 193 

台所、洗濯、し尿浄化槽、風呂排水など家庭生活上排

出される排水をいう。いわゆる下水。 

生産緑地 p. 64, 65 

市街化区域内において公害の防止又は災害の防止、農

林業と調和した都市環境の保全等に役立つ農地等を計画

的に保全し、良好な都市環境の形成を図るために、生産

緑地法により指定された土地（農地等）や森林のこと。 

生態系 p. 12, 62, 63, 124, 189 

植物、動物、微生物と、それらを取り巻く大気、水、

土壌などの環境とを統合したひとつのシステムのこと。 

生物化学的酸素要求量（BOD） p. 6, 7, 136, 138, 183 

Biochemical Oxygen Demand。バクテリアが、水中の

有機物を分解するのに必要な酸素量で、水質汚濁の指標

のひとつ。普通 20℃において 5 日間に消費する量を、

ppm 又は mg/l で示す。化学的酸素要求量（COD）が海

域や湖沼で用いられるのに対し、BOD は河川の汚濁指標

として用いられる。 

生物多様性 p. 10, 12, 57-62, 64, 126, 139, 182, 184, 

189-191 

生物の豊かな個性とつながりのこと。地球上の生物の

種数は、3,000 万種ともいわれる。これらの生命は多様性

に富み、全て直接に、間接的に支えあって生きている。

生態系の多様性・種の多様性・遺伝子の多様性という 3

つのレベルで多様性があるとしている。 

清流ルネッサンス p. 78 

河川事業及び下水道事業の推進によって、水環境の改

善を図るための行動計画「水環境改善緊急行動計画」の

通称。本市では、「清流ルネッサンスⅡ（第二期水環境

改善緊急行動計画）」において、綾瀬川、芝川が対象と
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なっている。 

総量規制 p. 138 

東京湾のような人口や工場・事業場の集中が著しい広

域的な閉鎖性水域では、排水濃度規制だけでは環境基準

を達成することが困難なため、当該水域の水質に影響を

及ぼす地域から発生する汚濁負荷量（COD、窒素、リン）

の総量を一定量以下に削減しようとする制度。 

 

【た行】 

ダイオキシン類 p. 153, 154, 183 

主に廃棄物の焼却過程などで非意図的に生成される有

機塩素系化合物で、発がん性、生殖毒性、催奇形性等の

毒性を有していると指摘されている。分解しにくいため

に、環境中に微量であるが広く存在している。 

太陽光発電 p. 49-52, 105-108, 123 

太陽電池によって太陽エネルギーを直接電気に変換し

て発電を行うもの。 

太陽熱採光システム p. 108 

太陽光を採光するための自動追尾する駆動部を備え、

室内や地下等に自然光を取り入れるシステム。 

太陽熱利用システム p. 108 

太陽の熱を使って温水や温風を作り、給湯や冷暖房に

利用するシステム。 

多自然川づくり p. 78, 94 

治水上の安全性を確保しつつ、生物の良好な生息・生

育環境をできるだけ保全し、改変する場合は 低限の改

変にとどめるとともに、自然の土や石などをより多く使

って植物が繁茂し魚や虫などの生物が生息しやすいよう

に工夫を施すなどの配慮を行う河川工事のこと。 

多目的遊水地 p. 69 

治水対策の一環として、洪水、下水、雨水を一時的に

貯留して河川の出水量が 大になるピーク時の流量を調

節するなど、洪水防止機能を有する区域を遊水池といい、

多目的遊水地は洪水防止以外に、河川の水害防止や自然

環境保全、自然とのふれあい機能など、多様な機能を有

する。 

炭化水素（HC） p. 127, 183 

炭素と水素からなる化合物の総称。光化学スモッグの

原因物質のひとつである。発生源は、自動車、塗装工場、

製油所などである。 

単独処理浄化槽 p. 139 

し尿のみを処理する浄化槽を指す。 

地域制緑地 p. 65 

風致地区、近郊緑地保全地区、歴史的風土特別保存地

区、緑地保全地区、生産緑地地区等、一定の土地の区域

に対して指定し、その土地を規制することで良好な自然

的環境等の保全を図ることを目的とした緑地保全に係る

制度の総称。 

法律を根拠とする「法によるもの」、行政と市民など

の協定に基づく「協定によるもの」、条例・要綱・契約

等による「条例等によるもの」等がある。 

地域熱供給 p. 107, 108 

１か所又は数か所の熱供給設備（プラント）から冷

水・温水・蒸気などの熱媒を、導管を通して複数の建物

等に供給し、冷房・暖房・給湯などを行う事業。 

地下水位 p. 145 

地表面から地下水面までの深さ。地下水位の変化は、

地下水量の増減に対応する。 

地球温暖化 p. 10-13, 43, 44, 56, 69, 73, 74, 96, 98, 

100, 101, 106, 109, 110, 115, 117, 124, 126, 132, 135, 

183, 185, 186, 190, 192 

人間活動の拡大により二酸化炭素などの温室効果ガス

の大気中の濃度が増加し、地表面の温度が上昇すること

をいう。IPCC（気候変動に関する政府間パネル）の 新

の報告によれば、20 世紀半ば以降の温度上昇のほとんど

は人間活動に伴う温室効果ガスが原因であり、現在の政

策では今後 20～30 年は温室効果ガス排出量が増加、さら

に温暖化が続くといわれている。 

窒素酸化物（NOx） p. 125, 127, 130 

窒素と酸素の反応により生成された物質の総称。一酸

化窒素（NO）、二酸化窒素（NO2）など。光化学スモッ

グの原因物質で、主な発生源は、自動車の排出ガス、工

場、ビルのボイラーなどである。 

中間処理（廃棄物の中間処理） p. 19,168, 175 

収集したごみの焼却、下水汚泥の脱水、不燃ごみの破

砕、選別などにより、できるだけごみの体積と重量を減

らし、 終処分場に埋立て後も環境に悪影響を与えない

ように処理すること。さらに、鉄やアルミ、ガラスなど

再資源として利用できるものの選別回収もこの段階で行

われる。 

低公害車 p. 130, 132, 133 

排ガスなどの環境負荷の低減を図った自動車。天然ガ

ス自動車や電気自動車、ハイブリッド自動車等がある。 

低騒音舗装、透水性舗装 p. 121, 141, 150, 193 

自動車走行に伴いタイヤと路面の間に空気が入ること

が騒音の原因のひとつとなることから、タイヤと路面の

間の空気を舗装の中に逃がすことにより騒音を低減する

しくみを持つ舗装。 

低炭素型パーソナルモビリティ p. 49, 50 

二人乗りの超小型電動車両のこと。小型で扱いやすく、

子育て世代や高齢者などの負担の軽減や社会参加を可能

にする。EV 原動機付自転車などが挙げられる。 



       
 

  17 

資
料
編 

Ⅳ
．
用
語
解
説 

低炭素社会 p. 110, 192 

温室効果ガスの排出を大幅に削減し、世界全体の排出

量を自然界の吸収量と同等のレベルとしていくことによ

り、気候に悪影響を及ぼさない水準で大気中温室効果ガ

ス濃度を安定化させると同時に、生活の豊かさを実感で

きる社会のこと。 

dB（デシベル） p. 148, 150, 151 

音に対する人間の感じ方は音の強さ、周波数の違いに

よって異なる。騒音の大きさは、物理的に測定した騒音

の強さに、周波数ごとの聴感補正を加味して、デシベル

で表わす。実際には騒音計の A 特性（聴感補正）で測定

した値を騒音レベルとしてデシベル（A）又は dB（A）

で表示する。 

テトラクロロエチレン p. 127, 144, 155, 183 

有機塩素系溶剤の一種で、トリクロロエチレン等とと

もに地下水汚染の原因物質となっている。ドライクリー

ニングのシミ抜き溶剤、金属・機械等の脱脂洗浄剤等に

利用されている。 

典型 7 公害 p. 151 

環境基本法で公害と定義されている(1)大気汚染、(2)水

質汚濁、(3)土壌汚染、(4)騒音、(5)振動、(6)地盤沈下、

(7)悪臭をさす。 

天然ガス自動車 p. 45, 113, 114, 133 

天然ガスを燃料とする自動車で次世代自動車の一種。

圧縮天然ガス（CNG）車、液化天然ガス（LNG）車及び

吸着天然ガス（ANG）車の 3 種類があるが、現在では

CNG 車が普及の中心となっている。 

CNG 自動車は、ガソリン自動車に比べて二酸化炭素の

排出を 2 割程度低減でき、また、ディーゼル自動車と比

べると窒素酸化物、粒子状物質の排出低減に効果的であ

る。1 回の燃料充填で走行できる距離が短いのが欠点であ

るが、市のコミュニテイバスなど都市内での路線バス、

貨物集配車などを中心に普及が進められている。 

特定悪臭物質濃度 p. 152 

「悪臭防止法」第 2 条に基づいて指定される「不快な

臭いの原因となり、生活環境を損なうおそれのある物質」

の濃度のこと。同法施行令により 22 物質が指定されてい

る。 

特定外来生物 p. 58, 62, 182, 184 

外来生物（海外起源の外来種）であって、生態系、人

の生命・身体、農林水産業へ被害を及ぼすもの、又は及

ぼすおそれがあるものの中から指定されている。生物の

飼養、栽培、保管又は運搬、輸入、譲渡及び野外に放つ

こと等を規制し、防除等を行うことが定められている。

生きているものに限られ、個体だけではなく、卵、種子、

器官なども含まれる。 

特定化学物質 p. 155, 156 

PCB による環境汚染問題を契機として、PCB 類似の性

状（難分解性、高蓄積性及び慢性毒性）を有する化学物

質の規制を目的として、昭和 48 年(1973 年)10 月に「化

学物質の審査及び製造等の規制に関する法律」が公布さ

れた。同法により、新規の化学物質については、難分解

性、高蓄積性及び慢性毒性等があるかどうかが、その製

造又は輸入前に審査（新規化学物質の事前審査）され、

それらの性状をすべて有する化学物質を「特定化学物質」

として指定し、製造、輸入、使用等の規制を行ってきた。

その後、トリクロロエチレンやテトラクロロエチレンに

よる地下水汚染問題等を契機に昭和 61 年(1986 年)5 月の

同法の改正により、従来の特定化学物質が第一種特定化

学物質とされ、新たに高蓄積性はないものの難分解性で

あり、かつ慢性毒性等の疑いがある化学物質が指定化学

物質として指定されることとなった。指定された化学物

質については、製造量等の監視を行い、当該指定化学物

質により相当広範な地域の環境汚染により健康被害を生

ずるおそれがあると見込まれる場合には有毒性の調査が

なされる。その結果、慢性毒性等があることが判明した

場合には、「第二種特定化学物質」として指定される。

第二種特定化学物質については、取扱いに係る技術上の

指針の遵守、環境汚染の防止に関する表示が義務づけら

れるとともに、必要に応じ、製造、輸入量等の規制が行

われることとなった。 

特定建設作業 p. 147 

騒音規制法（昭和 48 年(1968 年)）及び振動規制法

（昭和 51 年(1976 年)）に基づいて指定された、著しい

騒音や振動を発生する建設作業をいう。騒音規制法では、

くい打ち機や削岩機等を使用する作業等の 8 種類の作業

が、また、振動規制法では、くい打ち機、ブレーカーを

使用する作業等の 4 種類の作業が指定されている。騒音

規制法や振動規制法に基づき指定された指定地域内では、

このような作業を含む建設工事を実施する場合には事前

に市町村長に届出が必要となるなどの規制がなされてい

る。 

特別緑地保全地区 p. 35, 64, 66, 70, 93 

都市の無秩序な拡大の防止に資する緑地、都市の歴史

的・文化的価値を有する緑地、生態系に配慮したまちづ

くりのための動植物の生息、生育地となる緑地の保全を

図ることを目的に「都市緑地法」に基づいて指定する地

域地区。市内では平成 18 年度(2006 年度)に初めて、大

和田緑地公園を指定している。 

独立行政法人国際協力機構（JICA） p. 54, 56, 182, 

184 

Japan International Cooperation Agency の略。開発

途上地域等の経済・社会の開発、復興、経済の安定に寄
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与し、国際協力の促進、日本・国際経済社会の健全な発

展に資することを目的する組織。技術協力等を行う。 

都市計画道路 p. 72, 117, 120-122, 135 

都市計画法に基づく都市計画決定による道路で、「自

動車専用道路」「幹線街路」「区画街路」「特殊街路」

の 4 種類がある。 

都市公園 p. 64, 68, 76, 83 

街区公園、近隣公園、地区公園、総合公園、運動公園、

広域公園等の国又は地方公共団体が設置する公園のこと。 

土壌汚染 p. 11, 144, 145 

有害物質等が水や大気を通じて又は直接土壌に浸透し

生じる汚染で、一旦生じてしまうと汚染は容易に解消し

ないため、汚染の未然防止に加えて、汚染土壌の除去、

交換といった対策が必要である。 

土地区画整理事業 p. 120-122 

土地区画整理法に基づき、都市計画区域内の土地につ

いて、公共施設の整備改善及び宅地の利用増進を図るた

めに行われる土地の区画形質の変更に関する事業。 

トリクロロエチレン p. 127, 144, 155, 183 

有機塩素化合物の一種であり、テトラクロロエチレン

等とともに地下水汚染の原因物質となっている。金属、

機械部品等の脱脂洗浄剤などに用いられる。 

トルエン p. 155 

有機化合物のひとつ。常温で揮発性があり引火性を有

する無色透明の液体で、水には極めて難溶だが油類など

をよく溶かし溶媒として広く用いられる。人体に対して

は高濃度の存在下では麻酔作用があるほか、毒性が強く、

日本では毒劇法により劇物に指定されている。 

 

【な行】 

二酸化硫黄（SO2） p. 4, 5, 127 130, 183 

硫黄酸化物（SOX）の一種で、硫黄や硫黄化合物の燃焼

時に発生し、ぜんそく、酸性雨の原因となる大気汚染物

質。 

二酸化窒素（NO2） p. 4, 5, 127, 130, 183 

窒素酸化物（NOX）の一種で、物質の燃焼過程などで

生じる一酸化窒素が空気中で酸化され生成する。自動車

の排出ガスなどに含まれ、大気汚染の原因物質となる。

呼吸器系統への影響が報告されている。 

熱帯林 p. 10, 126 

熱帯に分布する森林のことで、全世界の生物種の半数

以上が生息する生物多様性の宝庫といわれている。熱帯

林の多くが途上国に分布しており輸出用の商業木材とし

て、また、農地（プランテーション）や住民の薪材のた

め伐採され近年著しく減少し、生物多様性の減少を招く

ものとして地球環境問題のひとつとなっている。 

燃料電池、燃料電池自動車（FCV） p. 45, 49, 50, 108, 

110, 113-115, 133 

天然ガス、メタノールなどの燃料を改質して得られた

水素と、大気中の酸素とを電気化学反応させることによ

り直接発電するシステム。効率が高く、環境への負荷が

低いという特徴がある。燃料電池の種類には、アルカリ

型（ AFC ）、リン酸型（ PAFC ）、固体高分子型

（PEFC）、溶融炭酸塩型（MCFC）、固体電解質型

（SOFC）がある。燃料電池は、従来の発電システムの代

替として工場・事業場に設置されるほか、小型化され燃

料電池自動車なども実用化されている。 

農業振興地域 p. 89 

農業振興地域の整備に関する法律に基づいて、自然

的・経済的・社会的条件を考慮して一体として農業の振

興を図るために県知事が指定する地域。 

 

【は行】 

ばい煙 p. 10, 128 

大気汚染防止法において、次の物質をばい煙と定義し

ている。(1)燃料その他の物の燃焼に伴い発生する硫黄酸

化物、(2)燃料その他の物の燃焼又は熱源としての電気の

使用に伴い発生するばいじん、(3)物の燃焼、合成、分解

その他の処理（機械的処理を除く）に伴い発生する物質

のうち、人の健康又は、生活環境に係る被害を生ずるお

それがある物質で政令で定めるもの（有害物質という）。

また、ばい煙のうち指定ばい煙（硫黄酸化物及び窒素酸

化物）については、指定地域を対象として総量規制が導

入される。 

バイオマス p. 36, 106 

もとは生物の量を意味するが、転じて化石燃料を除い

た生物由来の有機エネルギー、資源を指す。例えば、食

品残渣（生ごみ）、剪定枝（枝の切りくず）、家畜ふん

尿等がこれに当たる。 

排出基準 p. 153, 154 

環境基準を達成するために、工場や事業場に対して汚

染物質の排出量の 高値を具体的に定めた規制のこと。

大気汚染防止法、水質汚濁防止法などで基準値が定めら

れている。 

パートナーシップ p. 13, 28, 31, 32, 36, 58, 65, 85, 93, 

137, 161, 193 

市民、民間団体、事業者、市といった地域の各主体が、

それぞれの責務と役割にもとづき、相互に協力・連携し

て取組を進めること。 

バックホウ p. 147 

主に地面を掘削するために使用されるショベル系掘削

機。 
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Ⅳ
．
用
語
解
説 

発生抑制（リデュース） p. 11, 12, 160, 161, 174, 175, 

190, 194 

廃棄物の発生自体を抑制すること。リユース、リサイ

クルよりも優先して行うべきとされている。リデュース

のためには、事業者には原材料の効率的利用、使い捨て

製品の製造・販売等の自粛、製品の長寿命化など製品の

設計から販売に至るすべての段階での取組が求められる。

また、消費者は、使い捨て製品や不要物を購入しない、

過剰包装の拒否、良い品を長く使う、食べ残しを出さな

いなどライフスタイル全般にわたる取組が必要。 

バリアフリー p. 87, 123 

障害者や高齢者などの弱者に対し、生活や活動に不便

な障害を取り除くこと。 

微小粒子状物質（PM2.5） p. 4, 5, 127, 128, 130 

大気中に浮遊している直径が 2.5μm（1μm=0.001mm）

以下の超微粒子。微小粒子状物質という呼び方をされる

こともある。大気汚染の原因物質の一つ。 

ヒートアイランド p. 10, 12, 36, 69, 73, 74, 78, 79, 121, 

189 

人工物の増加、地表面のコンクリートやアスファルト

による被覆の増加、自動車やエアコンからの人工排熱の

増加などにより、都市部の気温が郊外に比べて高くなる

現象。夏の日中の気温が異常に上昇することで熱射病の

患者が出る、夜も気温が下がらず熱帯夜になるなどの問

題が顕在化している。 

V2H システム p. 108 

Vehicle to Home の略。電気自動車やプラグインハイブ

リッドカーなどの電力を、直接家庭で使用したり住宅向

けのバッテリーに蓄電するシステム。さらに、太陽光発

電を組み合わせることにより、昼間に発電した電力を夜

間に利用することも可能になる。 

PCB（ポリ塩化ビフェニル） p. 178, 180 

Polychlorinated Biphenyls の略。工業的に合成された

有機塩素化合物の一種。熱安定性、電気絶縁性に優れ、

電気機器の絶縁油をはじめ幅広い用途に使用されていた

が、発がん性、催奇形性等の毒性が問題になり、昭和 47

年(1972 年)に製造中止になった。 

PRTR 制度 p. 155, 156 

Pollutant Release and Transfer Register の略。人の健

康や生態系に有害な影響を及ぼすおそれのある、法の対

象となる化学物質を製造・使用・排出している事業者は、

環境中への排出量及び廃棄物処理のために事業所の外へ

移動させた量を把握し、国に報告を行い、国は、事業者

からの報告や統計資料等を用いた推計に基づき、対象化

学物質の環境への排出量等を把握、集計し、公表・監視

する仕組みを定めている。 

風致地区 p. 65 

都市の自然の風致（おもむき、あじわい）を維持する

ことを目的として都市計画区域内に定められた地区をい

う。同地区では、「都市計画法」第 58 条及び「風致地区

内における建築物等の規制に関する条例」により、建築

物の新築、改築・増築、宅地の造成、木材伐採などの行

為について、知事の許可が必要である。 

不法投棄 p. 34, 170, 171, 181 

廃棄物が法律の定める方法にしたがって適切に取り扱

われずに、山林や水辺などに投棄されること。不法投棄

された廃棄物に含まれる有害物質は周辺の土壌、地下水

や河川などに漏れ出し、汚染を引き起こす原因となる。 

浮遊物質量（SS） p. 6, 7, 136, 138 

水中に浮遊している直径 2mm 以下の不溶解性物質を浮

遊物質（Suspended Solids）、あるいは懸濁物質と呼ぶ。 

透明度の低下や溶存酸素の消費などによる生態系への

影響が指摘されており、環境基準、排水基準等で基準値

が定められている。 

浮遊粒子状物質（SPM） p. 4, 5, 127, 128, 130, 135, 

183 

SPM（Suspended Particulate Matter）と呼ばれ、大

気中に浮遊する粒子状物質で、粒径 10μm （1μm=0.001mm）

以下のものをいう。人工的な発生源として、自動車、工

場、鉱山等、自然的な発生源としては、土壌粒子、火山

噴火物等があり、その組成は多種多様である。呼吸器系

疾患等の健康への影響が指摘されている。 

プラグインハイブリッド（PHV） p. 113, 114 

外部電源から充電できるタイプのハイブリッド自動車

で、走行時に二酸化炭素や排気ガスを出さない電気自動

車のメリットとガソリンエンジンとモーターの併用で遠

距離走行ができるハイブリッド自動車の長所を併せ持つ

自動車。 

フロン類 p. 10, 124, 125, 179, 183, 192 

炭素と水素にフッ素や塩素、臭素といったハロゲンを

含む化合物で、自然界には存在しない、人類が作り出し

た物質。オゾン層破壊の原因物質であり、温室効果ガス

でもあることが明らかとなっている。 

粉じん p. 129, 178 

物の破砕、選別その他の機械的処理や、堆積に伴って

発生又は飛散し、気体中に浮遊する塵状の固体粒子。大

気汚染防止法では、人の健康に被害を生じるおそれのあ

る物質を「特定粉じん」、それ以外の粉じんを「一般粉

じん」として定めている。現在、特定粉じんにはアスベ

ストのみが指定されている。 

HEMS（住宅用エネルギーマネジメント） p. 50, 108 

Home Energy Management System の略。家庭におけ
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るエネルギー消費量の見える化や家電を自動制御するシ

ステム。 

壁面緑化 p. 15, 70-72, 74, 79, 182 

建築物の壁面に、つる性の植物などを這わせ緑化する

こと。ヒートアイランド現象の緩和、建物への日射の遮

断による省エネルギー効果、多様な生物の生息空間の確

保などの効果がある。 

ベンゼン p. 127, 183 

独特の芳香を持つ無色の液体。かつては工業用の有機

溶剤として用いられていたが、毒性が問題視され、現在

は他の溶剤に替わられている。自動車用のガソリンにも

含まれ、自動車排ガスからも検出される。 

保存樹木 p. 66, 80 

街の健全な環境の維持と向上を図るため、樹木のうち

特に健全に生成したもの、美観上すぐれた樹木を指定す

る制度。保存樹木に指定されると奨励金が交付される。

保存樹木の指定期間は 10 年間であり、以降は状況に応じ

て更新も可能。 

保存緑地 p. 64, 66, 70, 71 

良好な自然環境を有する緑地や風致又は景観が優れて

いる 500 ㎡以上の緑地等を、土地所有者の同意を得て指

定する住民の利用には供さない非公開型の緑地。土地所

有者が緑地の管理を行い、市は固定資産税及び都市計画

税相当額を保全・管理のための補助金として交付する。 

 

【ま行】 

マルチモビリティシェアリング p. 50 

超小型モビリティや電動アシスト自転車など、低環境

負荷車両の利用を促進し、通勤・業務・余暇レジャー等

に係る移動において既存の公共交通網を補完する地域交

通サービス。 

緑のカーテン p. 15, 73, 74, 76, 79 

日当たりのよい窓や壁をツル性の植物などで覆うこと。

強い日差しが遮られるとともに、植物の葉の蒸散により、

夏季における室内温度を下げる。省エネルギー、ヒート

アイランド対策、地球温暖化対策等の効果が期待される。 

面的評価 p. 148, 149 

道路を一定区間ごとに区切り評価区間を設定し、1 地点

で等価騒音レベル（自動車騒音の評価軸となる値）の測

定を行い、その結果を用いて評価区間の道路端から 50m

の範囲内にある全ての住居などについて等価騒音レベル

を推計し、環境基準を達成する戸数とその割合を把握す

る評価方法。 

モビリティマネジメント p. 45, 132, 134 

一人ひとりのモビリティ（移動）が、過度な自動車利

用から公共交通等の適切な利用といった、社会的にも個

人的にも望ましい方向へ自発的に変化することを促す、

コミュニケーションを中心とした交通政策やその取組の

こと。 

 

【や行】 

要請限度 p. 148, 150 

自動車による騒音･振動がこの限度を超え、道路周辺の

生活環境が著しくそこなわれている場合、公安委員会に

必要な措置の要請及び道路管理者等に意見を述べること

ができる限度。 

溶存酸素量（DO） p. 6, 7, 136 

水中に溶解している酸素の量のことで、水質汚濁状況

を測る代表的な指標のひとつ。 

一般に清浄な河川ではほぼ飽和値に達しているが、水

質汚濁が進んで水中の有機物が増えると、微生物による

有機物の分解に伴って多量の溶存酸素が消費される。溶

存酸素量の低下は、微生物の活動を抑制して水域の浄化

作用を低下させ、また水生生物の窒息死を招く。 

溶融スラグ p. 166 

焼却灰を溶融炉によって高温溶融した後、冷却化され

た固形物のこと。道路の路盤材、コンクリート 2 次製品

（U 字溝等）、アスファルト合材等に再利用される。 

溶融メタル p. 166 

ごみの焼却灰を高温で溶融した後に得られる固形物

（スラグ）の中に含まれる金属分で粒状の物質。成分は

鉄のほか銅、クロムを多く含み、金や銀等の希少金属を

微量に含有している。製鉄原料や非鉄精錬原料として再

利用される。 

予測無影響濃度 p. 153 

魚類に対して内分泌かく乱作用を与えないと考えられ

る 高濃度をいう。 

 

 

 



 

☆ 表紙の作品紹介 ☆ 

 表紙に掲載したポスターと標語は、平成 30 年度に実施した「さいたま市環境保全標語・ポスター作

品コンクール」において、「特選」に入賞した作品です。 

 このコンクールは毎年実施しており、市内の中学２年生を対象に環境保全標語を、小学５年生を対象

に環境保全ポスターを募集し、それぞれ、特選 3 点、入選 5 点、佳作 10 点づつ、合計 36 点の入賞作

品を選定しています。 

 

＜ポスター作品＞ 

 

   

おねがいです！ 

海を汚さないで 

渡邉 里和 さん 

（文蔵小学校） 

自然のめぐみに 

感謝しよう 

村上 惺南 さん 

（常盤小学校） 

ストップ 

温暖化 

市川 瑞姫 さん 

（七里小学校） 

 

 

＜標語作品＞ 

  消灯で 未来の社会が 照らされる 小山 瑠奈 さん（泰平中学校） 

  助けよう ぼくらの地球が 熱中症 佐々木 颯 さん（大宮八幡中学校） 

  マイ箸と 紙ストローで エコランチ 山下 公輔 さん（大谷場中学校） 
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